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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高　　　　　（百万円） 14,255 15,824 15,710 13,925 12,756

経常利益　　　　（百万円） 903 1,153 1,276 642 267

当期純利益　　　（百万円） 555 975 660 314 81

持分法を適用した場合の投資

利益　　　　　　（百万円）
－ － － － －

資本金　　　　　（百万円） 2,124 2,124 2,124 2,124 2,124

発行済株式総数　（株） 41,920 41,920 41,920 41,920 41,920

純資産額　　　　（百万円） 6,517 7,277 7,819 7,987 7,915

総資産額　　　　（百万円） 11,307 12,476 12,415 12,267 12,113

１株当たり純資産額 （円） 203,905.66227,589.09244,524.91249,779.09247,531.07

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）

（円）

5,000.00

(2,500.00)

5,000.00

(2,500.00)

5,000.00

(2,500.00)

5,000.00

(2,500.00)

5,000.00

(2,500.00)

１株当たり当期純利益（円） 17,143.6730,504.9020,655.599,841.732,551.83

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益　　　　　　（円）
17,043.1430,340.7520,647.20 － －

自己資本比率　　　　（％） 57.6 58.3 63.0 65.1 65.3

自己資本利益率　　　（％） 8.4 14.1 8.8 4.0 1.0

株価収益率　　　　　（倍） 9.7 4.2 4.8 10.3 35.3

配当性向　　　　　　（％） 29.2 16.4 24.2 50.8 195.9

営業活動によるキャッシュ・

フロー　　　　　（百万円）
2,405 1,559 1,233 1,002 11

投資活動によるキャッシュ・

フロー　　　　　（百万円）
△735 △567 △554 △424 △93

財務活動によるキャッシュ・

フロー　　　　　（百万円）
△697 △330 △412 △69 △158

現金及び現金同等物の期末残

高　　　　　　　（百万円）
1,948 2,609 2,876 3,384 3,143

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］

（人）

510

[92]

539

[88]

564

[88]

574

[101]

583

[105]

　（注）１.売上高には、消費税等は含めておりません。

２.第89期及び第90期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

３.持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

EDINET提出書類

株式会社かわでん(E01754)

有価証券報告書

 2/75



２【沿革】

大正15年３月１日 川﨑電気商会を東京都目黒区原町に創業者　川﨑　勇により創立

昭和15年６月20日川﨑電気株式会社設立（資本金10万円）

昭和15年６月 東京都目黒区原町に東京営業部開設

昭和20年６月 戦時疎開により工場を創業者の郷里、現山形県南陽市に移転新築（一貫生産工場として操

業）

昭和20年10月 本社を現在地に移転

昭和21年８月 商工省重要指定工場に指定

昭和35年10月 本社工場長期設備計画第Ⅰ期工事完成

昭和37年11月 山形県に本社を置く企業としての初の上場（東京証券取引所市場第二部）

昭和38年10月 本社工場長期設備計画第Ⅱ期工事完成

昭和49年７月 東京営業部　東京都港区芝浦へ移転

平成６年４月 佐賀県佐賀市大和町に九州工場完成

平成８年８月 英文商号を「Kawasaki Electric Corporation」から「KAWADEN CORPORATION」に変更

平成８年12月 山形工場がISO9001の認証取得

平成９年１月 九州工場がISO9002の認証取得(平成15年12月よりISO9001へ移行)

平成10年２月 山形工場がISO14001の認証取得

平成12年４月 東京本社　東京都大田区南蒲田へ移転

平成12年９月 民事再生手続開始の申立てを行なう

平成12年12月 上場廃止

平成13年６月 川﨑電気マニュファクチャリング㈱等の主要な子会社３社解散決議

平成13年７月 民事再生法に基づく再生計画の認可決定が確定

平成13年８月 100％減資と同時に18億円の第三者割当増資を行ない新生川﨑電気㈱のスタートを切る

平成14年７月 再生債権の弁済を行い民事再生手続が終結

平成16年８月 ブランド名「KAWADEN」と商号の統一を図るため、『㈱かわでん』に商号を変更

平成16年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年９月 山形工場検査棟増設

平成18年６月 山形工場カチオン電着塗装設備稼働開始

平成19年８月　 九州工場板金工場棟増設

 平成20年８月 山形工場第２検査棟増設 

 平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所JASDAQ（現　大阪証

券取引所JASDAQ（スタンダード））に上場
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３【事業の内容】

(1）当社の事業内容について

　当社は、ビルならびに工場、産業施設、大型マンション向けの高低圧配電盤、自動制御盤、分電盤などの配電制御設

備をカスタムメイドで製作（顧客が指定する製品仕様に従い、一品毎に製作）する大手専業メーカーで、昭和15年

の設立以来長い歴史を有しております。

　なお、当社は配電制御設備製造事業の単一セグメントとなっております。　

(2）当社製品について

　当社の製品は、日本国内の大型・中型オフィスビル、病院、学校、工場、大型マンション等に設置されております。機

能により高低圧配電盤、自動制御盤、分電盤等に区分されますが、多くの場合、それら一式を配電制御設備として受

注しております。製品は重量物であり、かつ容積が嵩むこと、更にカスタムメイドの場合は納期が建築物の建築工程

に深く組み込まれていること、受注から製造までの間に顧客から仕様変更を要求されることが多いこと等の特性に

より、国内の建築物向けとして、海外での生産には不向きな製品であり、ほとんどが国内企業によりまかなわれてい

るものと思われます。

　外注に多くを依存する競合他社が多い中、当社は社内で研究から設計、製造、販売、アフターサービスまでの事業部

門を有しており、柔軟な対応が可能な体制を敷いております。

［事業系統図］

　事業系統図は次のとおりであります。
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［製品設置イメージ］

(3）当社が属する市場・競合他社について

　当社の製品は、日本国内の大型・中型オフィスビル、病院、学校、工場、大型マンション等に設置されており、これら

の新築、リニューアル時に当社製品に対する需要が発生します。そのため、当社は国内の民間設備投資の動向による

影響を強く受け易いと言えます。

　配電制御設備市場の業界団体である日本配電制御システム工業会に属するメンバー（正会員）は、平成23年３月

時点で約400社ありますが、その他地場需要に依存する零細企業や下請け中心に営む企業等が存在しており、全体で

のメーカー数は2,000社にものぼると言われており、これらのほとんどは未公開企業により占められています。

　更に配電制御設備業界は標準的な型の配電制御設備を製造する標準型市場と、納入先にあわせてカスタマイズし

て製造するカスタム型市場の二つに分かれます。当社はカスタム型市場に属し、現在のところこの市場に公開企業

はなく、当社がこの市場において競合企業として認知できる企業は未公開企業のみとなっております。

(4）改善活動について

　当社はトヨタ生産方式の基本思想をベースとした生産方式に日々改善を加えております。徹底した生産拠点の効

率性を追求し、製品品質の向上とリードタイムの短縮、コスト低減を目指し、改善活動に取り組んでおります。
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４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

　 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

583［105］ 36.5 15.3 3,835,817

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従

業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３．平均年間給与は、平成23年３月末日に在籍する正規従業員に対する支払給与額（税込）の平均であり、基準

賃金のほか時間外勤務手当等基準外賃金・賞与を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　当社には、かわでん労働組合が組織（組合員数319人）されており、ＪＡＭ（平成11年９月、ゼンキン連合と金属機

械労組が統一されて結成）に属しております。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、新興国を中心とした海外経済の改善や景気対策効果などにより緩やかに回復し

つつあります。しかし、急激な為替変動、長期的なデフレの影響、厳しい雇用・所得環境、そして3月11日に発生しまし

た東日本大震災による甚大な被害など、わが国経済は不透明な状況となっております。

当業界におきましては、公共投資は減少している状況に加え、民間設備投資も持ち直しの動きがみられるとはいえ、設

備過剰感が残ることから極めて低水準で推移しており需給関係は改善されず、企業間の受注・価格競争はかつてない

厳しい環境が続いております。

　このような厳しい状況下で、当社は全社員一丸となり、更なる品質の向上と納期厳守及びお客様対応の充実も含め、

顧客満足を最優先に全力を傾注し営業活動を展開してまいりました。しかし、景気低迷の影響に伴った需給関係の落

ち込みにより、売上高は12,756百万円（前期比8.4％減）となりました。利益につきましては、製造販売一体となり生

産効率アップのための改善活動を推進しましたが、減収の影響が大きく営業利益は277百万円（前期比57.5％減）、経

常利益は267百万円（前期比58.4％減）、当期純利益は81百万円（前期比74.1％減）となりました。

　

（2）キャッシュ・フローの状況

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、営業活動によるキャッシュ・フローで

11百万円の資金の増加があったものの、投資活動によるキャッシュ・フローで93百万円、財務活動によるキャッシュ

・フローで158百万円の資金の減少などがあり、前事業年度末比240百万円（7.1％）減少し、3,143百万円となりまし

た。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における営業活動による資金の増加は11百万円となりました（前事業年度は1,002百万円の増加）。これ

は売上債権の増加額251百万円及びたな卸資産の増加額162百万円などによる資金の減少があったものの、仕入債務の

増加額443百万円などによる資金の増加があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における投資活動による資金の減少は93百万円となりました（前事業年度は424百万円の減少）。これは

山形工場における板金・塗装機械設備取得並びに各事業拠点におけるＩＴ機器投資などによって、有形固定資産の取

得による支出53百万円及び無形固定資産の取得による支出20百万円などがあったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における財務活動による資金の減少は158百万円となりました（前事業年度は69百万円の減少）。これは

前事業年度の期末配当及び当事業年度の中間配当による配当金の支払額159百万円などがあったことによるもので

す。　
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当事業年度における生産実績は次のとおりであります。

区分 生産高（千円） 前期比（％）

配電制御設備 12,824,022 93.7

計 12,824,022 93.7

　（注）　表示金額は、販売価格によっており、消費税等は含んでおりません。

(2）受注状況

当事業年度における受注状況は次のとおりであります。

区分 受注高（千円） 前期比（％） 受注残高（千円） 前期比（％）

配電制御設備 12,834,337 106.9 7,618,907 101.0

計 12,834,337 106.9 7,618,907 101.0

　（注）　表示金額には、消費税等は含んでおりません。

(3）販売実績

当事業年度における販売実績は次のとおりであります。

区分 販売高（千円） 前期比（％）

配電制御設備 12,756,743 91.6

計 12,756,743 91.6

　（注）１．表示金額には、消費税等は含んでおりません。

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、以下のとおりであります。

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

販売先 金額（千円） 割合（％） 販売先 金額（千円） 割合（％）

 ㈱きんでん 3,364,81324.2 ㈱きんでん 2,809,80522.0
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３【対処すべき課題】

　当社が認識している対処すべき事業上及び財務上の課題は、次のとおりです。

①更なる品質の向上について

　当社はトヨタ生産方式の基本思想をベースとした生産方式に日々改善を加えてまいりました。改善活動は徹底した

生産拠点の効率性を追求し、製品品質の向上とリードタイムの短縮、コスト削減を目指すものであります。また、当社

は山形、九州の両工場でＩＳＯ9001を取得し品質管理を徹底しております。今後当社がカスタム型配電制御設備大手

専業メーカーとしての地位を維持するためには、何より製品品質の維持・向上が必要であり、ひいてはそれを支える

生産技術の向上が不可欠であります。今後は従前の改善活動を更に強化したうえで、生産技術の向上に努める所存で

あります。

②リニューアル事業への取組みについて

　当社が取り組む配電制御設備市場にはビルの新築時のものと、配電制御設備のみの入替え、改良によるものがありま

す。後者による市場（以下「リニューアル市場」という。）では、現存の設備を納入した業者に再発注される場合が多

く、長期に渡ってカスタム型配電制御設備大手専業メーカーであった当社が受注を獲得し易い市場であると同時に、

顧客と長期的な関係を築くことにより継続的な収益に繋がる可能性もあります。

　当社は従来よりリニューアル市場に特に着目し、平成14年度よりリニューアル向け売上を数値目標化し、当市場での

当社のプレゼンス向上に努めてまいりました。

　今後も同市場向けの売上高比率を40％超へ向上させ、収益の向上及び安定化を図る所存であります。

③生産コストの低減

　当社は改善活動の積み重ねにより、継続的に生産コストの低減を行ってまいりました。今後もプロジェクトチームを

編成して一層の固定費削減と設計段階からモジュール化・標準化に取組み製造コストの削減、生産性の向上を行い、

更なるコストの低減に努めてまいります。

④リードタイムの短縮について

　当社は前述の改善活動の積み重ねにより日々リードタイム短縮に取組んでおります。配電制御設備は通常建設工事

日程に深く組み込まれており、納期遅れは大きな問題となるため、リードタイムの短縮は生産コストの低減のみなら

ず納期遅れによるクレームを未然に防ぐ他、競合他社との差別化に繋がります。当社はリードタイムの維持、更なる短

縮を行うことにより、他社との違いを鮮明に打ち出し、更なる競争力の強化を行う所存であります。

⑤環境への対応

　当社は、従来より環境への配慮を重要課題ととらえ、山形工場で平成10年にＩＳＯ14001を取得し、環境重視・省エネ

ルギー製品の拡充を行っております。また、環境会計を平成12年より導入し、エネルギー等の数値管理を行い、省エネ

ルギーとリサイクル等の事業活動をより強化してまいりました。昨今の企業にＣＳＲ（企業の社会的責任）に配慮し

た企業運営への要求が強まる傾向に対応して、当社は環境への配慮を意識した企業運営を一層推進していく所存であ

ります。

⑥与信管理体制の強化

　昨今の経済環境により企業の倒産件数は非常に高い水準で推移しております。このような状況下において当社は、営

業部門において得意先別与信限度管理と売掛金の回収の強化を図り、経理部門においては債権管理を徹底することに

より、貸倒れの発生を防ぐ所存であります。

⑦当事業年度末の自己株式の残高は1,872百万円（9,942株）であり、発行済株式総数の23.71％を所有しております。

今後の資本政策の柔軟性・機動性を確保するため取得しておりますが、自己株式の処分につきましては今後の対処

すべき課題の一つと認識しております。　 
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社の事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考えられ

る主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社は、これらの

リスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社の有価証

券に関する投資判断は、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。

　なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、平成23年３月31日現在において当社が判断したものであり、不確実性

を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

①当社の事業内容と特徴について

　当社は、ビルならびに工場、産業施設、大型マンション向けの高低圧配電盤、自動制御盤、分電盤などの配電制御設備

をカスタムメイドで製作（顧客が指定する製品仕様に従い、一品毎に製作）する大手専業メーカーで、昭和15年の設

立以来長い歴史を有しております。

(イ）当社事業の属する市場の特徴と動向について

　当社の製品は、日本国内の大型・中型オフィスビル、病院、学校、工場、大型マンション等に設置されており、機能によ

り高低圧配電盤、自動制御盤、分電盤等に区分されますが、多くの場合、それら一式を配電制御設備として受注してお

ります。製品は重量物であり、かつ容積が嵩むこと、更にカスタムメイドの場合は納期が建築物の建築工程に深く組み

込まれていること、受注から製造までの間に顧客から仕様変更を要求されることが多いこと等の特性により、国内の

建築物向けとして、海外での生産には不向きな製品であり、輸出にも不向きな製品です。当社が製品を納入する施設は

大型マンションを除いて多くが非居住用施設であり、当社の製品への需要はこれら施設への建築投資時に発生するこ

とから、当社は国内の民間非住宅建築投資の動向による影響を強く受けると言えます。

　民間非住宅建築投資は近時、増減が見受けられるものの（出典　国土交通白書）、平成9年以降長期間に渡り減少を続

けていた経緯もあり、今後民間非住宅建築投資が悪化し、当社製品への需要が減少した場合には、当社の業績に悪影響

を及ぼす可能性があります。

(ロ）配電制御設備事業の競争状況について

　当社が事業を展開する配電制御設備の市場の特徴は、国内の民間非住宅建築投資の動向による影響を強く受けやすい

点、新技術・新製品の開発・導入が頻繁になされることなく、従来の製品や技術が長く利用されるという点、製品の性

能面での差別化が難しくそのため価格競争に陥りがちであるという点、及び製品の納期が建築物の建築工程に深く組

み込まれ、受注から製造までの間に顧客から仕様変更を要求されることが多いという点があげられます。したがって、

当社の将来における競争力は、以下のような点に依拠していると当社は考えます。

(a)顧客ニーズにきめ細やかに対応したプレサービス、アフターサービス

(b)建設不況に伴う製品の価格下落に対応できる生産技術の向上や管理費の効率化等によるコスト削減

(c)顧客からの仕様変更に常に対応し、建築工程に組み込まれる製品を納期に確実に納入することができるという顧

客の信用の維持

(d)製品の性質上長期間となりやすい受注から製品納入までの期間に耐えうる財務面での信用力

　これらの課題に対して当社は継続的な生産効率の改善や、リードタイムの短縮、営業体制の強化等の対策を行ってお

りますが、一方でコスト削減等には限界があり、製品の価格下落に対応できるようなコストの削減を行うことができな

い可能性があります。また、顧客からの仕様変更の内容や程度によっては、十分それに対応することができず、その結

果、当社は顧客からの信用を維持できない可能性もあります。かかる場合、当社は競争力を維持できず、当社の業績に悪

影響を及ぼす可能性があります。

(ハ）四半期業績について

　四半期ごとに当社の業績を見た場合、その時期に検収される案件の金額、利益率により、売上高、利益ともに変動する

ため、ある四半期の業績は必ずしも他の四半期の業績や年次の業績を示唆するものではないことにご注意ください。

(ニ）特定顧客への売上依存度について

　平成23年３月期における当社売上高のうち㈱きんでんに対する売上高の構成比は22.0％となっております。同社と

は、納入数量、価格等に関する長期納入契約は締結しておりません。

　当社は今後共、各社と良好かつ緊密な関係を維持・拡大する方針ですが、各社の事業方針、営業施策により当社との

取引関係を維持できない場合、あるいは当社との取引が相当程度減少した場合、当社の業績が悪影響を受ける可能性

があります。
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(ホ）特定の仕入先からの仕入依存度及び特定メーカーへの依存度について

　平成23年３月期における当社の原材料仕入高のうち三菱商事㈱からの仕入高は21.5％となっております。これは、配

電制御設備の主要部品である電気機器類のうち当社が最も多く使用している三菱電機㈱製品について、当社は原則と

して三菱商事㈱から購入していることによるものです。

　当社が三菱電機㈱製品を最も多く使用しているのは、品揃え、コスト、利便性等を考慮してのことです。当社といたし

ましては、今後とも三菱商事㈱との良好な関係を維持していく方針ですが、万が一、同社からの購入が困難な状況に

陥った場合、三菱電機㈱製品の仕入先を変更することにより対応は十分可能であると考えられるものの仕入先を変更

するまでの間一時的に業務に必要な電気機器類を入手できず、当社の業績が悪影響を受ける可能性があります。

　また、上記の通り配電制御設備の主要部品である電気機器類のうち当社が最も多く使用している製品は、三菱電機㈱

製品であり、万が一、三菱電機㈱製品の購入が困難な状況に陥った場合、他社製品に切り替えることにより対応は可能

と考えられますが、他社製品により代替するまでの間一時的に業務に必要な電気機器類を入手できず、当社の業績が

悪影響を受ける可能性があります。

(ヘ）原材料の価格変動による影響について

　当社使用の原材料のうち、鉄板、銅バーの購入価格は市況による変動を受けることがあります。当該変動分について

は必ずしも販売価格に反映されているとは限らず、当社の業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

(ト）製造原価が販売価格に反映されないリスク

　当社の事業遂行上は、受注から製造までの間に顧客から製品の仕様変更を要求されることが頻繁にありますが、国内

建設業界における慣行を前提とした場合、かかる仕様変更に伴う製造原価の増加が販売価格に反映されるとは限りま

せん。

　当該仕様変更に伴い製造原価が増加した場合、当社は徹底した顧客サービス、リードタイムの短縮などによる差別化

を行い、販売価格に製造原価の上昇分を反映すべく努力致しますが、競争力維持の観点等から、交渉の結果常に販売価

格を上げられるとは限らず、場合によっては製造原価が販売価格を上回る可能性もあります。

(チ）受注から売掛金の回収までの期間が長期間にわたるリスク

　当社の製品は顧客が指定する製品仕様に従い、一品毎に製作するカスタムメイドであること、受注から製造までの間

に顧客から仕様変更を要求されることが多いこと、納期が建築物の建築工程に深く組み込まれ、顧客の依頼により納

期も頻繁に変更されること、売上は顧客による検収後に計上するため、一連の製品納入の最後に納品した時点でそれ

以前に納品した製品も含めて一括して顧客による検収が行われることもあること等の理由により、受注から顧客によ

る検収までの期間が、長い場合には、12ヶ月を超える場合があります。

　このように受注から検収までの期間が長期間にわたることは、当社の製品の特質及び国内建設業界の慣行上やむを

得ないことではありますが、その期間中に、顧客からの注文の取消しや顧客の倒産その他なんらかの理由により受注

後に製品の納入又は検収にまで至らない可能性があります。

　また、検収後顧客に対する売上債権の回収までに要する期間も、通常約３ヶ月かかります。当社は顧客に対する与信

管理の徹底を図っておりますが、製品の検収後において、顧客の倒産等により売掛金の回収が行えない可能性があり

ます。かかる事態が発生した場合、当社の業績が悪影響を受ける可能性があります。

②売上計上について

　当社の製品は、その納期が建築物の建築工程に深く組み込まれ、また、顧客の依頼により納期も頻繁に変更されるこ

ともあり、建築工程の遅れ、又は納期の変更により、製品納入が当初予定していた時期よりも遅れる可能性がありま

す。また、建築工程の進捗状況に応じて、一部の製品を先に納入する場合でも、その時点で検収が行われず、一連の製品

納入の最後に納品した時点でそれ以前に納品した製品も含めて一括して顧客による検収が行われる場合もあります。

　当社は売上を顧客による製品検収後に計上するため、上記のような理由により、製品の納入又は検収が当初予定の時

期よりも遅れた場合には、売上計上が遅れることになり、当社の業績が変動する可能性があります。
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③製品の欠陥について

　当社はＩＳＯ（国際標準化機構）による品質保証規格に従って製品を製造しており、品質には万全を期しておりま

すが、製品に欠陥が生じた場合、停電による損害や最悪の場合は火災が発生し当社製品を備える建物への延焼による

損害等が発生する可能性があります。また、製造物責任賠償については保険に加入しておりますが、この保険により最

終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はありません。さらに、引続き当社がこのような保険に許容

できる条件で加入できるとは限りません。製造物責任賠償につながるような製品の欠陥は、多額のコストや当社の評

価に重大な影響を与え、それにより受注・売上が減少し、当社の業績と財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。

④法的規制について

　当社工場には、板金、プレス、塗装、メッキの各工程があるため、主に騒音規制法、水質汚濁防止法並びに毒物及び劇物

取締法の規制を受けております。そのため、これらの法的規制の変更があった場合には、そのための対応費用を追加計

上する必要が生じ、当社の業績が悪影響を受ける可能性があります。

⑤生産拠点の一極集中リスクについて

　地震等の自然災害や火事、爆発等の事故によって、当社の製造拠点等が壊滅的な損害を受ける可能性があります。特

に、当社はその生産の大部分（平成23年３月期においては、約７割）を山形工場で行っており、九州工場の生産能力は

山形工場よりかなり低いため、山形工場が自然災害等により壊滅的な損害を被った場合、当社の生産は深刻な影響を

受け、売上が大幅に低下し、更に、山形工場の修復又は代替のために巨額の費用を要することとなる可能性がありま

す。

　 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

　 

６【研究開発活動】

　当社は、常に独創技術の開発を基本理念として、配電制御設備分野及び環境関連分野の新製品開発を重点的に研究開発

しております。

　配電制御設備分野においては、万一の停電やメンテナンスによる電源切替の際もＩＴ機器に影響を与えず、高品質な電

源を24時間365日供給し続ける、データセンター向けのＰＤＵ盤（Power Distribution Unit）を始め電源品質に関わる

開発を積極的に行っており、当事業年度における研究開発費の総額は69百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当事業年度末（平成23年３月31日）現在において当社が判断したものでありま

す。

(1)重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この財務

諸表の作成に当りまして、経営陣による会計方針の選択・適用と、資産、負債の評価などの会計上の判断・見積りが含ま

れております。

(2)当事業年度の経営成績の分析

①営業損益

　受注価格競争が依然として継続する中、当社は顧客満足度120％を目標に技術開発の強化、品質の向上、サービス体制

の拡充等による経営基盤の充実強化を促進させたものの、売上高は前事業年度に比べて8.4%減少の12,756百万円とな

りました。

　売上原価は前事業年度の10,349百万円から3.7％減少し9,969百万円となりました。

販売費及び一般管理費については、前事業年度の2,922百万円から412百万円減少し、2,509百万円となりました。売上

高に対する販売費及び一般管理費の比率は19.7％となっております。

　以上の結果、営業利益は前事業年度の653百万円に対し57.5%減益の277百万円となりました。

 

②営業外損益

　営業外収益・費用は前事業年度の11百万円の費用（純額）から10百万円の費用（純額）となりました。

　この結果、経常利益は前事業年度の642百万円に対し58.4%減益の267百万円となりました。　

 

③特別損益

　特別損失は資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額19百万円の計上があったものの、投資有価証券評価損を計上

した前期に比べ５百万円減少し23百万円となりました。

　この結果、税引前当期純利益は前事業年度の613百万円から60.2%減少し244百万円となりました。　

 

④当期純利益

　当期純利益は、法人税、住民税及び事業税45百万円を計上しており、これに加え税効果会計による法人税等調整額117

百万円計上の結果、前事業年度の314百万円から74.1%減少し、81百万円となりました。

 

(3)流動性及び資金の源泉

①キャッシュ・フロー

　営業活動による資金の増加は11百万円となりました。主な要因は売上債権の増加額251百万円及びたな卸資産の増加

額162百万円などによる資金の減少があったものの、仕入債務の増加額443百万円などによる資金の増加があったこと

によるものであります。

　投資活動による資金の減少は93百万円となりました。主な要因は有形固定資産の取得による支出53百万円及び無形

固定資産の取得による支出20百万円などによるものであります。

　財務活動による資金の減少は158百万円となりました。主な要因は前事業年度の期末配当及び当事業年度の中間配当

による配当金の支払額159百万円などによるものであります。

　これらの活動の結果、現金及び現金同等物は前事業年度末に比べ240百万円（7.1%）減少し、当事業年度末には3,143

百万円となりました。　

　

②資金需要

　当社の運転資金需要のうち主なものは、製品製造のための材料及び部品の購入のほか、製造費、販売費及び一般管理

費等の営業費用によるものであります。営業費用の主なものは、人件費であります。
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③財務政策

　当社は現在、運転資金及び設備投資資金につきましては内部資金または借入により資金調達することとしておりま

す。

　借入による資金調達に関しましては、安定的な長期借入金で調達することを原則としております。

　当社は、健全な財務状態、営業活動を基盤としたキャッシュ・フローを生み出す能力により、当社の成長を維持する

ために将来必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能と考えております。

　また、当社は資本政策の柔軟性・機動性を確保するため自己株式を取得しております。

　なお、自己株式の取得の状況は「第４　提出会社の状況、２　自己株式の取得等の状況」に記載のとおりであります。

(4)経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社を取り巻く事業環境は、バブル崩壊後永らく続く建設不況の影響により、配電制御設備業界での価格競争は激し

く、同業各社共生き残りを賭けた合理化策実施を余儀なくされております。建設業の環境が好転しない限り価格競争は

不可避の状況にあり、経営成績に重要な影響を与える要因と考えられます。

(5)経営戦略の現状と見通し

　当社といたしましては、『顧客満足度120％達成』の追求によりお客様からの強い支持を獲得し、収益率を維持した上

での市場シェアの拡大を図る方針です。加えて、採算面で良好であり、かつ景気に左右されにくい「リニューアル事業の

強化」を図ってまいります。リニューアル事業は、老朽化・グレードアップのためのリフォーム・オフィスビル等のＯ

Ａ化に伴う消費電力の増加により需要が生まれるものであります。

　リニューアル事業は既存の経営資源を活用することができるため、新たな設備投資が不要であり、効率的な市場拡大を

目指すことが可能であると考えております。

　そして、技術開発力の強化、品質の向上、サービス体制の拡充等によるさらなる経営基盤の充実強化を促進させ、お客様

から120％満足いただける社風作りで社会貢献できる企業を目指しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度における設備投資額は、54百万円であります。

　主な内容は、山形工場における板金・塗装機械設備取得並びに各事業拠点におけるＩＴ機器投資などによるもので

あります。

　なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却はありません。　

　　 

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

 平成23年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業

員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他 合計

本社及び山形工場等

（山形県南陽市）

本社機能

配電盤類

生産設備

616,547352,795
203,793

(77,147)
82,0241,255,161

295

(64)

九州工場

（佐賀県佐賀市）

配電盤類

生産設備
687,208238,669

376,498

(81,157)
15,6381,318,014

88

(15)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．現在休止中の主要設備はありません。

３．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外書しております。

４．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

主要な賃借及びリース設備

事業所名 設備の内容 賃借料又はリース料 リース契約残高

東京本社及び首都圏支社

（東京都大田区）
本社機能、販売業務、設計業務 年間賃借料 35,991千円 －
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

事業所名
（所在地）

設備の内容
投資予定金額（千円）

資金調達方法
着手及び完了
予定年月

総額 既支払額 着手 完了

山形工場　

　（山形県南陽市）

板金設備、塗装設備

その他改修工事等　
60,950 －

自己資金及び

借入金

平成23年

４月　　

平成24年

３月　　

　九州工場

　（佐賀県佐賀市）

板金設備、塗装設備　

その他改修工事等　
94,950 －

自己資金及び

借入金　

平成23年

４月　

平成24年

３月　

　全社　 情報化関連投資等　 22,220 －
自己資金及び

借入金　

平成23年

４月　

平成24年

３月　

　（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。

(2）重要な設備の除却等

　重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 144,000

計 144,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年６月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 41,920 41,920

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 41,920 41,920 － －

　　 

（２）【新株予約権等の状況】

　当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。新株予約権の行使に

より発行する株式の内容及び発行価格は以下のとおりであります。
定時株主総会の特別決議日（平成16年６月18日）

 事業年度末現在
（平成23年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成23年５月31日）

新株予約権の数(個) 679 679

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 679 679

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり110,000　　(注)2 同左

新株予約権の行使期間 平成18年６月19日～平成26年６月18日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　1株当たり110,000

資本組入額1株当たり55,000

(注)4

同左

新株予約権の行使の条件

①　当社は、当社と個別の対象者との間で締結する

新株予約権の割当に関する契約において、取締

役会の決議により指定した期間における行使可

能な新株予約権の個数及び新株予約権の行使に

よって発行又は移転される株式の発行価額又は

処分価額の合計額の上限を定めることができ、

かかる定めがある場合、対象者はかかる上限を

超えないように新株予約権を行使しなければな

らない。
同左

②　対象者が当社の取締役、監査役又は従業員であ

る場合には、権利行使時においても、当社の取締

役、監査役又は従業員の地位にあることを要す

る。但し、権利行使時において、当社の取締役、監

査役又は従業員の地位を喪失した場合であって

も、任期満了による退任、定年退職その他の正当

な理由があると当社取締役会が認め、その者の

退職、退任又は地位喪失後の権利行使を当社取

締役会で承認した場合はこの限りではない。
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定時株主総会の特別決議日（平成16年６月18日）
 事業年度末現在

（平成23年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成23年５月31日）

新株予約権の行使の条件

③　対象者が死亡した場合は、相続人がこれを行使

できる。但し、新株予約権の割当に関する契約に

定める条件による。

同左

④　対象者が新株予約権を放棄した場合、対象者が

法令違反の行為をした場合、対象者が当社と競

業した場合その他新株予約権を発行する目的に

照らして対象者に新株予約権を行使させること

が相当でない事由として取締役会決議で定める

事由が生じた場合、対象者は新株予約権を行使

できないものとする。

⑤　新株予約権の譲渡、質入、担保供与その他一切

の処分は認められない。

⑥　各新株予約権の一部行使は、できないものとす

る。

⑦　当社普通株式にかかる株券が店頭売買有価証

券として日本証券業協会に登録され又はいずれ

かの証券取引所に上場されていることを要す

る。

⑧　その他の権利行使の条件は、当社取締役会にお

いて決定するものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡する場合には、取締役会の承認を要する。 同左

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
 －  －

（注）１．当初行使価額（２において定義する。）を調整した場合２の規定により定まる新株予約権１個当たりの払込金

額に、その時点において未行使の新株予約権の数を乗じて得られた額を、その時々における行使価額（２にお

いて定義する。）で除した数（但し、この場合に１株未満の端数が生ずるときは、切り捨てる。）に調整される

ものとする。なお、平成16年６月18日開催の定時株主総会において、1,000株を１株とする株式併合を決議して

おり、それに伴い平成16年８月１日より新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株から１株となっ

ております。

２．各新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額（以下「払込価額」という。）は、次により決定される株式

１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に１で定める新株予約権１個当たりの目的となる株式数

を乗じた金額とする。行使価額は、当初110円とする。なお、新株予約権発行後に当社が行使価額を下回る価格で

当社普通株式につき、新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使の場合を除く。）は、次

の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額　＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式の総数を控除し

た数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込金

額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。

また、新株予約権発行後に当社が行使価額を下回る価格で当社の普通株式の発行もしくは自己株式の移転を受

けることができる新株予約権又はかかる新株予約権を付された新株予約権付社債を発行するときも上記の算

式により行使価額を調整するものとする。

さらに、新株予約権発行後に当社が当社普通株式分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

するものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
１

分割・併合の比率

さらに、当社が合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、合併又は会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。
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３．退職等により失権している新株予約権は以下のとおりであります。

 
事業年度末現在

（平成23年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成23年５月31日）

新株予約権の数(個) 87 87

新株予約権の目的となる株式の数(株) 87 87

４．平成16年６月18日開催の定時株主総会において、1,000株を１株とする株式併合を決議しており、それに伴い平

成16年８月１日より新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整さ

れております。

　 　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　 該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

 　該当事項はありません。

　 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成18年４月25日

（注）１．
15 41,920 600 2,124,550 600 894,835

平成18年８月１日

（注）２．
－ 41,920 － 2,124,550△363,247 531,587

　（注）１．新株予約権の行使（新株引受権付社債の新株引受権の権利行使を含む）による増加であります。

２．旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振替えたものであります。

　 

（６）【所有者別状況】

 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 4 8 66 2 1 2,151 2,232 －

所有株式数

（株）
－ 667 229 16,708 1,003 1 23,312 41,920 －

所有株式数の

割合（％）
－ 1.59 0.55 39.86 2.39 0.00 55.61 100.00 －

（注）自己株式9,942株は、「個人その他」に含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】

 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

富士化学塗料株式会社 東京都目黒区下目黒５－19－15 2,500     5.96

佐藤商事株式会社 東京都千代田区丸の内１－８－１ 1,150 2.74

株式会社立花エレテック 大阪市西区西本町１－13－25 1,085 2.58

株式会社関電工 東京都港区芝浦４－８－33 1,000 2.38

株式会社きんでん 大阪市北区本庄東２－３－41 1,000 2.38

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 1,000 2.38

メロン　バンク　エヌエー　トリー

テイー　クライアント　オムニバス　

（常任代理人　株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行）　

　　

東京都千代田区丸の内２－７－１

決済事業部　

　　　

1,000 2.38

かわでん従業員持株会 山形県南陽市小岩沢225 860 2.05

株式会社弘電社 東京都中央区銀座５－11－10 600 1.43

東光電気工事株式会社 東京都千代田区西神田１－４－５ 600 1.43

株式会社都市管財センター 東京都江戸川区平井６－51－25 600 1.43

日本電設工業株式会社 東京都台東区池之端１－２－23 600 1.43

株式会社ユアテック 仙台市宮城野区榴岡４－１－１ 600 1.43

北尾　吉孝 東京都新宿区 600 1.43

計 － 13,195 31.47

　（注）上記のほか、平成23年３月末現在当社所有の自己株式9,942株（23.71％）があります。

　 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　9,942 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  31,978 31,978 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 41,920 － －

総株主の議決権 － 31,978 －
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②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社かわでん
山形県南陽市小岩

沢225番地
9,942 － 9,942 23.71

計 － 9,942 － 9,942 23.71

　 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。

　当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであり

ます。

　当該制度の内容は、次のとおりであります。

(平成16年６月18日　定時株主総会)

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役、監査役及び従業員に対して、特に有利な条件

をもって新株予約権を発行することを平成16年６月18日開催の定時株主総会において特別決議されたものであ

ります。

決議年月日 平成16年６月18日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　１名、監査役　１名、従業員　319名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 9,942 － 9,942 －

（注）当期間における保有自己株式数には平成23年６月１日から、この有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行

使による株式数の減少は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のため内部留保の確保を考慮し、かつ安定的な

配当を行うことを目標としたうえで、利益に応じた配当を実施していくことを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき中間配当として１株当たり2,500円を実施し、期末配当2,500円

として年間5,000円を決定いたしました。この結果、当事業年度の配当性向は195.9％となりました。

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、市

場ニーズに応える技術・製造開発体制を強化するために有効投資してまいりたいと考えております。

　また、今後の資本政策の柔軟性・機動性を確保するために取得しました自己株式の処分につきましては検討してい

きたいと考えております。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めてお

ります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

平成22年11月５日

取締役会決議
79,945 2,500

平成23年６月24日

定時株主総会決議
79,945 2,500

　 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円） 195,000 167,000 134,000 108,700 108,900

最低（円） 148,000 125,000 85,000 96,200 75,000

　（注）　最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであり、平成22年10月12日

より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。それ以前はジャスダック証券取

引所におけるものであります。　

　　（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月平成22年11月平成22年12月平成23年１月 平成23年２月 平成23年３月

最高（円） 98,900 93,000 93,000 95,200 95,600 97,300

最低（円） 91,100 90,000 85,000 92,000 90,100 75,000

　（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。　 
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役会長  北尾　吉孝 昭和26年１月21日生

昭49．４月野村證券株式会社入社

平11．３月ソフトバンク・ファイナンス株式会

社（現ソフトバンクテレコム株式会

社）代表取締役

平11．７月ソフトバンク・インベストメント株

式会社（現ＳＢＩホールディングス

株式会社）代表取締役社長

平13．８月当社取締役会長

平15．３月当社代表取締役会長

平15．６月ソフトバンク・インベストメント株

式会社（現ＳＢＩホールディングス

株式会社）代表取締役執行役員ＣＥ

Ｏ（現任）

平16．７月イー・トレード証券株式会社（現株

式会社ＳＢＩ証券）取締役会長

平16．10月当社取締役会長

平17．９月ゴメス株式会社（現ゴメス・コンサ

ルティング株式会社）取締役会長

（現任）

平17．10月ＳＢＩキャピタル株式会社代表取締

役執行役員ＣＥＯ（現任）

平18．３月モーニングスター株式会社取締役執

行役員ＣＥＯ（現任）

平18．６月当社取締役会長（現任）

平18．６月ＳＢＩベリトランス株式会社取締役

執行役員ＣＥＯ（現任）

平22．10月株式会社ＳＢＩ証券代表取締役会長

（現任）　

（注）２ 600

取締役社長 代表取締役 西谷　賢 昭和15年８月５日生

昭39．４月当社入社

平元．６月 当社取締役首都圏営業本部長

平４．６月 当社常務取締役首都圏営業本部長

平５．６月 当社専務取締役営業本部長

平９．７月 当社取締役副社長

平12．９月当社代表取締役社長代行

平13．６月当社代表取締役社長

平17．６月当社代表取締役社長執行役員

平18．４月当社代表取締役社長執行役員営業本

部長

平21．４月当社代表取締役社長執行役員

平23．６月当社代表取締役社長執行役員兼営業

本部長（現任）

（注）２ 500
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 製造本部長 沢村　幸男 昭和22年８月８日生

昭43．４月当社入社

平６．４月 当社首都圏支社業務部長

平８．４月 川﨑電気マニュファクチャリング株

式会社取締役生産管理部長

平９．４月 川﨑電気マニュファクチャリング株

式会社取締役山形工場副工場長兼生

産管理部長

平11．７月川﨑電気マニュファクチャリング株

式会社取締役山形工場副工場長兼生

産第一グループマネジャー

平12．９月当社山形工場副工場長兼生産第一グ

ループマネジャー

平13．８月当社執行役員山形工場長

平17．６月当社取締役常務執行役員製造統括本

部山形工場長

平20．10月当社取締役常務執行役員製造本部副

本部長兼山形工場長

平21．７月

　

平22．４月　

当社取締役専務執行役員製造本部長

兼山形工場長

当社取締役専務執行役員製造本部長

(現任)　

（注）２ 47

取締役

経営管理本部

長兼経営企画

室長

光藤　淳一 昭和17年９月26日生

平11．３月当社入社経営管理本部経営管理部長

平11．６月当社執行役員経営管理本部経営管理

部長

平13．８月当社常勤監査役

平14．６月当社常務執行役員経営管理本部長

平18．６月当社取締役常務執行役員経営管理本

部長　

平21．10月当社取締役常務執行役員経営管理本

部長兼経営企画室長（現任）　

（注）２ 21
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役
営業本部副本

部長
信岡　久司 昭和30年１月16日生

昭48．４月当社入社

平８．３月 当社首都圏支社営業部長

平10．３月当社首都圏支社副支社長兼東京営業

部長 

平12．７月当社首都圏支社副支社長兼首都圏営

業部長 

平13．８月当社執行役員首都圏支社長 

平17．４月当社執行役員営業統括本部首都圏本

部副本部長 

平18．４月当社営業本部東日本事業部付部長兼

首都圏第一支社長 

平18．７月当社執行役員営業本部東日本事業部

付部長兼首都圏第一支社長 

平20．４月当社執行役員営業本部東日本事業部

副事業部長兼営業開発担当 

平20．７月当社執行役員営業本部東日本事業部

副事業部長

平21．１月当社執行役員営業本部営業開発部長

平21．６月　

　

当社取締役執行役員営業本部営業開

発部長

平21．10月当社取締役執行役員営業本部東日本

事業部長兼営業開発部長

平23．５月当社取締役執行役員営業本部東日本

事業部長

平23．６月当社取締役執行役員営業本部副本部

長（現任）

（注）２ 21

取締役
製造本部山形

工場長
武田　吉史 昭和27年11月２日生

昭55．６月当社入社

平13．10月当社営業技術本部営業技術第二部山

形作図チームリーダー（部長）

平14．４月当社営業技術本部設計部長

平16．４月当社技術本部副本部長兼設計部グ

ループマネジャー

平18．４月当社技術本部長兼品質保証部グルー

プマネジャー

平18．７月当社執行役員技術本部長兼品質保証

部長　

平21．７月当社執行役員製造本部山形工場副工

場長兼品質保証検査グループマネ

ジャー

平22．４月当社執行役員製造本部山形工場長

平23．６月当社取締役執行役員製造本部山形工

場長（現任）

（注）２　 20
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤）
 佐藤　博之 昭和18年11月１日生

昭37．４月当社入社

昭57．４月当社山形営業所長

平４．４月 当社北海道・東北ブロック長

平７．４月 当社北海道支社長

平９．３月 当社東北支社長

平11．６月当社執行役員東北支社長

平16．４月当社東北支社営業開発部長

平17．６月当社監査役（現任）

（注）３ 21

監査役  今井　勝 昭和16年５月９日生

昭47．４月弁護士登録　東京弁護士会

昭55．５月今井法律事務所開設

平８．４月 東京地方裁判所民事調停員（現任）

平10．４月アールエル・レシーバブルズ・イン

ク日本に於ける代表

平11．４月東京弁護士会副会長

平12．４月日本法律扶助協会監事

平13．４月日本弁護士連合会財務委員長

平14．７月リクレス債権回収株式会社取締役

（現任）

平17．６月当社監査役（現任）

平19．４月日本弁護士連合会理事

平21．６月みらい證券株式会社監査役（現任）

（注）３ －

監査役  山本　圭 昭和50年10月１日生

平10．４月株式会社さくら銀行（現株式会社三

井住友銀行）入社

平12．６月ソフトバンク・ファイナンス株式会

社（現ソフトバンク・エーエム株式

会社）入社　総合企画部

平13．12月ファイナンス・オール株式会社（現

ＳＢＩホールディングス株式会社）

公開準備室

平15．11月エスビーアイ・キャピタル株式会社

（現ＳＢＩキャピタル株式会社）入

社

平18．６月当社監査役（現任）

平22．１月ＳＢＩキャピタル株式会社インベス

トメント・グループ　ディレクター

（現任）

平23．３月　株式会社ＶＳＮ社外取締役（現任）　

（注）３ －

 計  1,230

　（注）１．監査役の今井　勝、山本　圭は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．平成23年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

３．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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４．当社は、業務執行機能を明確にした運営を行うため、執行役員制度を導入しております。執行役員は以下のと

おりです。

社長執行役員 営業本部長 西谷　　賢

専務執行役員 製造本部長 沢村　幸男

常務執行役員 経営管理本部長兼経営企画室長 光藤　淳一

執行役員 営業本部副本部長 信岡　久司

執行役員 製造本部山形工場長 武田　吉史

執行役員 社長室長兼経営管理本部総務部長 武田　昌宏

執行役員 営業本部東日本事業部付部長兼エンジニアリ

ング部長

芝口　正文

執行役員 内部監査室長 髙橋　武

執行役員 製造本部山形工場副工場長兼生産第一グルー

プＧＭ 

松本　博

執行役員 営業本部管理部長兼設計統括部長兼ＫＰＳ営

業推進部長

伊藤　禎昭
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、株主重視の基本方針のもとに、企業価値を高めるべく、健全で透明性が高く、経営環境の変化に迅速かつ的確に対

応できる経営体制の構築に努めております。この方針のもとに、経営の意思決定の迅速化と業務執行責任の明確化を図る

ため、平成11年６月より執行役員制度を導入しております。

　

①企業統治の体制

＜企業統治の体制の概要＞

イ.会社の機関の内容

・取締役会

　取締役会は、当社の業務執行の意思決定を行なうとともに、取締役及び執行役員の職務の執行を監督しております。取締

役会は月１回の定例取締役会の他、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営の基本方針その他重要事項を決定いたしま

した。

・監査役会

　当社は監査役制度を採用しております。社外監査役は２名であります。各監査役は、監査役会で策定された監査方針及び

監査計画に基づき取締役会をはじめとする重要な会議への出席や、監査法人による監査並びに内部監査室による監査にも

随時立会い取締役、執行役員の職務執行に対し、厳正なる監査を行っております。

・経営会議

　社長以下常勤取締役と役付執行役員をメンバーとし、取締役会決議事項以外の重要な意思決定及び事業計画の審議を

行っております。

・製造・販売戦略会議

　社長以下常勤取締役、本部長、工場長、支社長をメンバーとし、事業計画の進捗管理及び全社的な意思統一のための審議の

場として開催しております。
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ロ.情報開示体制

　投資家向け情報開示につきましては、情報開示責任者および経営企画室を中心に、迅速かつ正確な情報開示を行う体制の

構築に努めました。また、決算情報開示の早期化に努める一方、四半期ごとの決算発表や、自社のホームページによる情報

の速やかな開示を通じて、株主各位や投資家の皆様とのタイムリーなコミュニケーションを推進しております。　

　

＜企業統治の体制を採用する理由＞

　当社の取締役会は取締役６名、監査役会は監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、社外取締役は選任しておりま

せんが当社の経営環境・内部の状況について深い知見を有する取締役による相互のチェックに加え、幅広い知識や専門性

を有した監査役によって適切な業務の執行及び監査機能がついているものと考えており、当該企業統治の体制を採用して

おります。　　

＜内部統制システムの整備の状況＞

　当社の内部管理組織は、営業部門・製造部門と総務・経理等の業務を統括する管理部門とに区分され、相互牽制が働く組

織となっております。

＜リスク管理体制の整備の状況＞

　社内に社長をトップとする「緊急連絡網」を構築し、昼夜、休日を問わず、緊急事態発生に即座に対応する体制を備えて

おります。

　昨今の反社会的企業不祥事件発生に鑑み、経営トップが折に触れて役職員に対し、私的面を含めて法令遵守が何より優先

することを訴えており、違反者に対しては「リスク管理委員会」にて罰則を課すこととしております。

　市場クレームの根絶を目標に「社内クレーム制度」を充実させ、製品不良発生の未然防止に努めております。　

＜責任限定契約の内容の概要＞

・当社と会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第１項の契約を締結しており、当該契約の内容の

概要は次のとおりであります。

　監査契約の履行に伴い生じた当社の損害について、有限責任監査法人トーマツに故意又は重大な過失があった場合を除

き、有限責任監査法人トーマツの会計監査人としての在職中に報酬その他の職務執行の対価として当社から受け、又は受

けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に二を乗じて得た額をもって、当社に対する損害賠

償責任の限度とする。

・当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の契約を締結しており、当該契約の内容の概要は次のとおりであります。

　当社は、社外監査役が会社法423条第１項に基づき損害賠償責任を負う場合において、社外監査役がその職務を行うにつ

き善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める額を当該損害賠償責任の限度とする。

　

②内部監査及び監査役監査の状況

　当社の内部監査組織は専従スタッフ１名、兼任スタッフ１名による社長直轄の内部監査室を設置し、内部監査規定に則り

毎年度計画的に内部監査を実施しております。

　また当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名並びに社外監査役２名であります。各監査役は、監査役会で策定

された監査方針及び監査計画に基づき取締役会をはじめとする重要な会議へ出席し取締役、執行役員の職務執行に対し、

厳正なる監査を行っております。

　内部監査、監査役監査及び会計監査人監査の相互連携については随時、相互に情報交換を行い、監査の計画及び結果の報

告によって緊密な連携を図っております。

　

③社外取締役及び社外監査役

　当社の社外監査役は２名であります。

　社外監査役　今井 勝氏は、弁護士としての知識・経験に基づき違法性のチェックを期待するとともに経営についての意

思決定や代表取締役の業務執行などに対し、客観的かつ公正な監査意見が期待できるものと考えております。

　社外監査役　山本 圭氏は、数社のＩＰＯを担当、指導した知識・経験に基づき経営についての意思決定や代表取締役の業

務執行などに対し、客観的かつ公正な監査意見が期待できるものと考えております。

　当社と社外監査役及びその親族との間に個別に利害関係を有する取引はありません。

　なお、社外監査役　今井 勝氏、山本 圭氏は開催された監査役会のほぼ全てに出席しており、監査役会において内部監査、

監査役監査及び会計監査の計画及び結果の報告等の情報交換を相互に行い、緊密な連携を図っております。

　当社は社外取締役を選任しておりません。当社は、意思決定機能と執行役員による業務執行を管理監督する機能を持つ取

締役会に対し、監査役３名中の２名を社外監査役とすることで経営への監視機能を強化しています。コーポレート・ガバ

ナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えており、社外監査役２名による監査が実施される

ことにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っているため、現状の体制としております。　
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④役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
53,218 42,768 － 10,450 － 6

監査役

（社外監査役を除く。）
8,800 7,200 － 1,600 － 1

社外役員 5,350 2,400 － 2,950 － 2

ロ．役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。

　

⑤株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計

24銘柄　143,753千円

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

㈱立花エレテック 58,400 43,683
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

㈱戸上電機製作所 185,000 20,905
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有　

㈱フジクラ 34,000 18,326
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

佐藤商事㈱　 26,400　 14,203　
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

フィデアホールディングス㈱ 77,000 12,551
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

㈱きらやか銀行 84,375 6,918
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

東北電力㈱ 3,040 6,007
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

㈱北弘電社 8,000 1,280
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

イオンモール㈱ 480 946
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

㈱イクヨ 5,000 380
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

㈱中電工 100 119
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

新日本空調㈱ 100 64
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有
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当事業年度　

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

㈱立花エレテック 58,400 47,596
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

㈱戸上電機製作所 185,000 22,570
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有　

フィデアホールディングス㈱ 77,000 18,326
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

㈱フジクラ 34,000 13,736
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

佐藤商事㈱　 26,400　 13,332　
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

㈱きらやか銀行 84,375 7,003
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

東北電力㈱ 3,040 4,271
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

第一生命保険㈱ 22 2,761
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

㈱北弘電社 8,000 1,080
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

イオンモール㈱ 480 857
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

㈱イクヨ 5,000 515
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

㈱中電工 100 105
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

新日本空調㈱ 100 43
取引関係等の維持・強化のた

めの継続保有

　

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。　

　

⑥取締役の定数

　当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。

　

⑦取締役会で決議できる株主総会決議事項

・自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を定款に定

めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により自己の株

式を取得することを目的とするものであります。

・中間配当

　当社は、取締役会の決議により中間配当を実施することができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利

益還元を行うことを目的とするものであります。 

　

⑧取締役選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとす

る旨定款に定めております。 
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⑨株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総

会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

⑩会計監査の状況

会計監査については、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しております。

・業務を執行した公認会計士の氏名は以下のとおりです。なお、継続監査年数はいずれも７年以下であります。

氏名

指定有限責任社員

業務執行社員 
谷藤　雅俊

指定有限責任社員

業務執行社員 
尾町　雅文

・監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士３名、その他２名です。

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

25,000 － 23,000 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】　

　該当事項はありません。　

 　

④【監査報酬の決定方針】

　監査報酬の決定方針は定めておりません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。　

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日

まで）及び当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の財務諸表について有限責任監査法人トー

マツにより監査を受けております。

　

３．連結財務諸表について

　前事業年度及び当事業年度のいずれにも当社には子会社が存在しないことから連結財務諸表は作成しておりませ

ん。

　

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みを行なっております。具体的には、会計基準等の内容を適切

に把握し、会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準

機構へ加入し、また監査法人等が主催する研修会への参加等をしております。　

　 

EDINET提出書類

株式会社かわでん(E01754)

有価証券報告書

34/75



１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 3,484,471

※1
 3,243,902

受取手形 1,143,576 1,111,921

売掛金 2,241,509 2,498,916

製品 703,217 774,859

仕掛品 230,267 251,006

原材料 217,783 288,284

前払費用 19,738 24,625

繰延税金資産 437,400 298,400

その他 12,434 126,833

貸倒引当金 △1,119 △1,224

流動資産合計 8,489,279 8,617,525

固定資産

有形固定資産

建物 3,960,126 3,960,126

減価償却累計額 △2,624,912 △2,699,493

建物（純額） ※1
 1,335,214

※1
 1,260,633

構築物 432,021 433,498

減価償却累計額 △376,879 △386,727

構築物（純額） 55,142 46,770

機械及び装置 1,215,636 1,226,372

減価償却累計額 △482,995 △637,840

機械及び装置（純額） 732,640 588,531

車両運搬具 45,429 44,240

減価償却累計額 △40,163 △41,307

車両運搬具（純額） 5,266 2,932

工具、器具及び備品 629,433 620,049

減価償却累計額 △488,251 △510,178

工具、器具及び備品（純額） 141,182 109,871

土地 ※1
 583,061

※1
 583,061

建設仮勘定 1,966 12,518

有形固定資産合計 2,854,474 2,604,319

無形固定資産

借地権 8,960 8,960

電話加入権 12,726 12,726

ソフトウエア 89,612 58,750

無形固定資産合計 111,298 80,436
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 281,773 291,350

出資金 509 549

破産更生債権等 50 250

長期前払費用 400 78

差入保証金 78,651 70,407

会員権 45,950 5,950

保険積立金 137,027 152,207

繰延税金資産 269,671 292,944

その他 1,416 27,480

貸倒引当金 △3,500 △29,934

投資その他の資産合計 811,951 811,284

固定資産合計 3,777,724 3,496,040

資産合計 12,267,003 12,113,565

負債の部

流動負債

買掛金 1,207,748 1,650,841

短期借入金 ※1
 400,000

※1
 400,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 282,760

※1
 366,544

未払金 902,499 512,148

未払法人税等 83,183 20,280

未払消費税等 2,351 －

未払費用 117,070 85,264

前受金 49,016 23,749

預り金 78,180 39,316

賞与引当金 171,000 172,000

流動負債合計 3,293,809 3,270,144

固定負債

長期借入金 ※1
 342,740

※1
 259,536

退職給付引当金 643,018 656,036

資産除去債務 － 12,300

固定負債合計 985,758 927,872

負債合計 4,279,568 4,198,016
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,124,550 2,124,550

資本剰余金

資本準備金 531,587 531,587

その他資本剰余金 949,694 949,694

資本剰余金合計 1,481,282 1,481,282

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 6,240,400 6,162,112

利益剰余金合計 6,240,400 6,162,112

自己株式 △1,872,339 △1,872,339

株主資本合計 7,973,893 7,895,605

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,542 19,942

評価・換算差額等合計 13,542 19,942

純資産合計 7,987,435 7,915,548

負債純資産合計 12,267,003 12,113,565
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 13,925,379 12,756,743

売上原価

製品期首たな卸高 880,304 703,217

当期製品製造原価 ※2
 10,172,552

※2
 10,041,291

合計 11,052,857 10,744,508

製品期末たな卸高 703,217 774,859

製品売上原価 10,349,639 9,969,649

売上総利益 3,575,739 2,787,094

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 2,922,110

※1, ※2
 2,509,581

営業利益 653,629 277,512

営業外収益

受取利息 1,558 1,176

有価証券利息 375 1,116

受取配当金 3,620 3,324

受取賃貸料 8,952 8,910

受取保険金 6,835 29,004

保険配当金 2,178 －

投資有価証券売却益 1,765 －

助成金収入 － 12,447

その他 21,013 16,235

営業外収益合計 46,299 72,216

営業外費用

支払利息 15,443 12,784

売上債権売却損 27,190 19,302

売上割引 9,129 10,507

閉鎖工場等関連費用 5,889 5,859

貸倒引当金繰入額 － 26,234

その他 233 7,712

営業外費用合計 57,886 82,400

経常利益 642,042 267,328

特別利益

貸倒引当金戻入額 162 －

会員権処分益 161 －

特別利益合計 324 －

特別損失

投資有価証券評価損 27,918 －

固定資産除却損 ※3
 829

※3
 3,434

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19,600

特別損失合計 28,748 23,034

税引前当期純利益 613,618 244,293

法人税、住民税及び事業税 307,000 24,242

過年度法人税等 － 21,148

法人税等調整額 △8,100 117,300

法人税等合計 298,900 162,691

当期純利益 314,718 81,602
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費      5,597,912   54.9     5,919,754   58.8
Ⅱ　労務費      2,473,064   24.3     2,082,096   20.7
Ⅲ　経費 ※２     2,116,813   20.8     2,060,179   20.5
当期総製造費用      10,187,790 100.0     10,062,030 100.0
期首仕掛品たな卸高      215,029        230,267    
合計  10,402,819    10,292,297    
期末仕掛品たな卸高      230,267        251,006    
当期製品製造原価      10,172,552        10,041,291    

                  

項目 前事業年度 当事業年度

１　原価計算の方法 個別原価計算によっております。 同左

 ①　材料費は、実際原価を賦課しておりま

す。

 

 ②　労務費及び経費は見積工数を基準とし

て予定配賦率で配賦し、差額は原価差

額として処理し、期末に棚卸資産及び

売上原価へ調整配賦しております。

 

   

※２　経費の主なもの 項目 金額（千円）

外注加工費     524,992

業務委託費     781,087

電力料     78,730

減価償却費     299,087

　 

項目 金額（千円）

外注加工費     510,875

業務委託費     765,951

電力料     79,787

減価償却費     283,986
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,124,550 2,124,550

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,124,550 2,124,550

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 531,587 531,587

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 531,587 531,587

その他資本剰余金

前期末残高 949,694 949,694

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 949,694 949,694

資本剰余金合計

前期末残高 1,481,282 1,481,282

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,481,282 1,481,282

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 6,085,571 6,240,400

当期変動額

剰余金の配当 △159,890 △159,890

当期純利益 314,718 81,602

当期変動額合計 154,828 △78,287

当期末残高 6,240,400 6,162,112

利益剰余金合計

前期末残高 6,085,571 6,240,400

当期変動額

剰余金の配当 △159,890 △159,890

当期純利益 314,718 81,602

当期変動額合計 154,828 △78,287

当期末残高 6,240,400 6,162,112
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

自己株式

前期末残高 △1,872,339 △1,872,339

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △1,872,339 △1,872,339

株主資本合計

前期末残高 7,819,064 7,973,893

当期変動額

剰余金の配当 △159,890 △159,890

当期純利益 314,718 81,602

当期変動額合計 154,828 △78,287

当期末残高 7,973,893 7,895,605

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 352 13,542

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

13,189 6,400

当期変動額合計 13,189 6,400

当期末残高 13,542 19,942

評価・換算差額等合計

前期末残高 352 13,542

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

13,189 6,400

当期変動額合計 13,189 6,400

当期末残高 13,542 19,942

純資産合計

前期末残高 7,819,417 7,987,435

当期変動額

剰余金の配当 △159,890 △159,890

当期純利益 314,718 81,602

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 13,189 6,400

当期変動額合計 168,018 △71,887

当期末残高 7,987,435 7,915,548
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 613,618 244,293

減価償却費 379,211 351,182

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19,600

貸倒引当金の増減額（△は減少） △162 26,538

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,599 13,017

賞与引当金の増減額（△は減少） △97,000 1,000

受取利息及び受取配当金 △5,555 △5,618

受取保険金 △6,835 △29,004

支払利息 15,443 12,784

会員権処分益 △161 △300

投資有価証券売却損益（△は益） △1,765 －

投資有価証券評価損益（△は益） 27,918 －

固定資産除売却損益（△は益） 829 3,434

売上債権の増減額（△は増加） 524,471 △251,019

たな卸資産の増減額（△は増加） 131,866 △162,881

仕入債務の増減額（△は減少） △37,148 443,093

未払消費税等の増減額（△は減少） △60,367 △2,351

その他の資産の増減額（△は増加） △7,624 △76,332

その他の負債の増減額（△は減少） 35,000 △466,509

小計 1,515,337 120,927

利息及び配当金の受取額 5,190 5,628

保険金収入 6,835 4

利息の支払額 △15,816 △12,718

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △508,925 △102,226

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,002,621 11,615

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △289,497 △53,946

無形固定資産の取得による支出 △23,066 △20,445

投資有価証券の取得による支出 △101,500 △3,500

投資有価証券の払戻による収入 3,900 －

差入保証金の差入による支出 △186 △954

差入保証金の回収による収入 105 420

会員権の売却による収入 861 300

その他の支出 △15,613 △15,219

投資活動によるキャッシュ・フロー △424,995 △93,345
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △50,000 －

長期借入れによる収入 450,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △309,860 △299,420

配当金の支払額 △159,449 △159,420

財務活動によるキャッシュ・フロー △69,309 △158,840

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 508,317 △240,569

現金及び現金同等物の期首残高 2,876,154 3,384,471

現金及び現金同等物の期末残高 3,384,471 3,143,902
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価

方法

（1）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）　

（2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。）　

（1）満期保有目的の債券

同左　

（2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及び評

価方法

（1）製品及び仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

（1）製品及び仕掛品

同左

 （2）原材料

移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

（2）原材料

同左

 ３．固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産（リース資産を除く）

製造部門に属する建物（建物附属設

備を含む）、構築物及び機械及び装置

は定額法、それ以外は定率法でありま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　　２～50年

機械及び装置　　　　　２～７年

工具、器具及び備品　　２～20年 

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 （2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアは社内

における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）

４．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

（1）貸倒引当金

同左

 （2）賞与引当金

従業員への賞与支給に備えるため支

給見込額に基づき計上しております。

（2）賞与引当金

同左

 （3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込み額に基づき、計上し

ております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌事

業年度より費用処理しております。

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号　平成20

年７月31日）を適用しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響

はありません。

（3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込み額に基づき、計上し

ております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌事

業年度より費用処理しております。

　

５．キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左

６．その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

EDINET提出書類

株式会社かわでん(E01754)

有価証券報告書

45/75



【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ727千円減少

し、税引前当期純利益が20,327千円減少しております。　

　 

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）

（貸借対照表）

　前期まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「保険積立金」は、当期において、資産の総

額の100分の１を超えたため区分掲記しました。

なお、前期末の「保険積立金」は121,414千円であります。

　

──────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の通りであります。

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次の通りであります。

定期預金 100,000千円 

建物 412,694千円 

土地 364,327千円 

計 877,021千円 

定期預金 100,000千円 

建物 398,223千円 

土地 364,327千円 

計 862,550千円 

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 400,400千円

（うち1年内返済予定額      199,600千円）

短期借入金 100,000千円 

計 500,400千円 

長期借入金 484,140千円

（うち1年内返済予定額      283,384千円）

短期借入金 100,000千円 

計 584,140千円 

　 　

　 

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、下記

のとおりであります。

なお、販売費及び一般管理費のうち販売費に属する

費用の割合は、おおむね63％であります。

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、下記

のとおりであります。

なお、販売費及び一般管理費のうち販売費に属する

費用の割合は、おおむね77％であります。

運搬費 305,553千円

給料・賞与及び手当 1,285,487千円

役員報酬 133,768千円

法定福利費等 248,720千円

減価償却費 80,123千円

賞与引当金繰入額 64,686千円

退職給付費用 44,030千円

運搬費 329,606千円

旅費交通費 157,648千円

　

給料・賞与及び手当 1,035,195千円

役員報酬 67,368千円

法定福利費等 184,093千円

減価償却費 67,196千円

賞与引当金繰入額 67,406千円

退職給付費用 40,326千円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究開

発費は次のとおりであります。

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究開

発費は次のとおりであります。

 42,491千円  69,035千円

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

機械及び装置 562千円

工具、器具及び備品 266千円

計 829千円

建物　

機械及び装置

車両運搬具

844　　

2,185

25　

千円

千円

千円

　　

工具、器具及び備品 379千円

計 3,434千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 41,920 － － 41,920

合計 41,920 － － 41,920

自己株式     

普通株式 9,942 － － 9,942

合計 9,942 － － 9,942

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 79,945 2,500平成21年３月31日平成21年６月29日

平成21年11月６日

取締役会
普通株式 79,945 2,500平成21年９月30日平成21年12月７日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 79,945 利益剰余金 2,500平成22年３月31日平成22年６月28日
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当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 41,920 － － 41,920

合計 41,920 － － 41,920

自己株式     

普通株式 9,942 － － 9,942

合計 9,942 － － 9,942

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

　 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 79,945 2,500平成22年３月31日平成22年６月28日

平成22年11月５日

取締役会
普通株式 79,945 2,500平成22年９月30日平成22年12月６日

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月24日

定時株主総会
普通株式 79,945 利益剰余金 2,500平成23年３月31日平成23年６月27日

　 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定 3,484,471千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 3,384,471千円

現金及び預金勘定 3,243,902千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 3,143,902千円

　

　

（リース取引関係）

　前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）及び当事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３

月31日）ともに、重要性が乏しいため、注記を省略しております。

EDINET提出書類

株式会社かわでん(E01754)

有価証券報告書

49/75



（金融商品関係）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後３年であります。こ

のうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、審査部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、

取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

　満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の

債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 3,484,471 3,484,471 －

(2) 受取手形 1,143,576 1,143,576 －

(3) 売掛金 2,241,509 2,241,509     －

(4) 投資有価証券　 270,217  268,674  △1,542

　資産計 7,139,775　 7,138,232　 △1,542

(1) 買掛金 1,207,748 1,207,748 －

(2) 短期借入金 400,000 400,000 －

(3) 未払金　 902,499 902,499 －　

(4) 未払法人税等 83,183　 83,183　 －

(5) 長期借入金　 625,500　 627,899　 2,399　

　負債計 3,218,930　 3,221,329　 2,399　
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価格

によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」を

ご参照下さい。

　

負　債

(1）買掛金、(2）短期借入金、(3）未払金、(4）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(5）長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（千円） 　

非上場株式 11,556　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投資

有価証券」には含めておりません。

　　３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額　　

 
１年以内　
  (千円） 

１年超
５年以内　
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）　

10年超　
 (千円）

現金及び預金 3,484,471 －　 －　 －　

受取手形 1,143,576 －　 －　 －　

売掛金 2,241,509 －　 －　 －　

投資有価証券     

　満期保有目的の債券    　

　　社債 －　 －　 100,000　 －　

合計 6,869,557　 －　 100,000 －　

　　　４. 長期借入金の決算日後の返済予定額

 附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の時価

等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後３年であります。こ

のうち一部は、金利の変動リスクに晒されております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、審査部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、

取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

　満期保有目的の債券は、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の

債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 3,243,902 3,243,902 －

(2) 受取手形 1,111,921 1,111,921 －

(3) 売掛金 2,498,916 2,498,916 －

(4) 投資有価証券　 233,531  232,228  1,302

　資産計 7,088,271　 7,086,969　 1,302

(1) 買掛金 1,650,841 1,650,841 －

(2) 短期借入金 400,000 400,000 －

(3) 未払金　 512,148 512,148 －　

(4) 未払法人税等 20,280　 20,280　 －

(5) 長期借入金　 626,080　 626,024　 56　

　負債計 3,209,350　 3,209,295　 56　
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(4）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価格

によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」を

ご参照下さい。

　

負　債

(1）買掛金、(2）短期借入金、(3）未払金、(4）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(5）長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。

　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（千円） 　

非上場株式 11,556　

投資事業組合出資金　 46,262　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（4）投資

有価証券」には含めておりません。

　　３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額　　

 
１年以内　
  (千円） 

１年超
５年以内　
 (千円）

５年超
10年以内
 (千円）　

10年超　
 (千円）

現金及び預金 3,237,320 － － －

受取手形 1,111,921 － － －

売掛金 2,498,916 － － －

投資有価証券     

　満期保有目的の債券    　

　　社債 － －　 100,000　 －

合計 6,848,158　 －　 100,000 －

　　　４. 長期借入金の決算日後の返済予定額

 附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。
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（有価証券関係）

前事業年度（平成22年３月31日現在）

１．満期保有目的の債券　

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

社債 101,487 99,944 △1,542

小計 101,487 99,944 △1,542

合計 101,487 99,944 △1,542

　

２．その他有価証券

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

株式 98,130 73,327 24,803

小計 98,130 73,327 24,803

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

株式 27,253 27,894 △640

その他 43,345 44,937 △1,591

小計　 70,599 72,831 △2,232

合計 168,729 146,159 22,570

（注）　非上場株式（貸借対照表計上額　11,556千円）については、市場価格がなく、時価を正確に把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

３．減損処理を行った有価証券　

　当事業年度において、投資有価証券について27,918千円（その他有価証券で時価のある株式27,918千円）

減損処理を行っております。

なお、時価のある有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した

場合には全て減損処理を行い、30～50％下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要

と認められた額について減損処理を行っております。　
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当事業年度（平成23年３月31日現在）

１．満期保有目的の債券　

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

社債 101,334 100,032 △1,302

小計 101,334 100,032 △1,302

合計 101,334 100,032 △1,302

　

２．その他有価証券

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

株式 115,997 86,770 29,227

小計 115,997 86,770 29,227

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

株式 16,198 17,531 △1,332

小計　 16,198 17,531 △1,332

合計 132,196 104,301 27,895

（注）　非上場株式（貸借対照表計上額　11,556千円）および投資事業組合出資金（貸借対照表計上額46,262千円）につ

いては、市場価格がなく、時価を正確に把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証

券」には含めておりません。

　　　

（デリバティブ取引関係）

　前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）及び当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年

３月31日）ともにデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

　

２．退職給付債務に関する事項

 
前事業年度末

（平成22年３月31日）
当事業年度末

（平成23年３月31日）
 （単位：千円） （単位：千円）

イ．退職給付債務（注） △1,228,869 △1,241,116

ロ．年金資産 493,440 499,396

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △735,429 △741,720

ニ．未認識数理計算上の差異 92,410 85,684

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ） △643,018 △656,036

　（注）　適格退職年金の従業員拠出分を含めて記載しております。

３．退職給付費用に関する事項

 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）

 （単位：千円） （単位：千円）

イ．勤務費用（注） 67,959 65,329

ロ．利息費用 25,925 24,577

ハ．期待運用収益 △9,331 △9,869

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 28,124 21,151

ホ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ） 112,676 101,189

　（注）　適格退職年金に係る従業員拠出額を控除しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

イ．退職給付見込み額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

ロ．割引率    2.0％    2.0％

ハ．期待運用収益率    2.0％    2.0％

ニ．数理計算上の差異の処理年数   10年   10年
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（ストック・オプション等関係）

　前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 （１）ストック・オプションの内容

 
 平成16年

ストック・オプション 
　

付与対象者の区分及び人数

 当社取締役 １名 

当社監査役  １名 

 当社従業員 319名 

　

株式の種類別のストック・オプショ

ンの数（注）
 普通株式  1,000株 　

付与日  平成16年６月18日 　

 権利確定条件

付与日から権利確定日（平

成18年６月18日）まで継続

して勤務していること。

　

 対象勤務期間
平成16年６月18日～

平成18年６月18日 
　

 権利行使期間
平成18年６月19日～

平成26年６月18日 
　

（注）株式数に換算して記載しております。

　

 （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

　　株式数に換算して記載しております。

 ①　ストック・オプションの数

　
平成16年

ストック・オプション 

 権利確定前 （株）  

 前事業年度末 － 　　

 付与 － 

 失効 － 

 権利確定 － 

 未確定残 － 

 権利確定後 （株）  

 前事業年度末 679 

 権利確定 － 

 権利行使 － 

 失効 － 

 未行使残 679 

　 （注）退職等により失権している80株が含まれております。
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 ②　単価情報

 
 平成16年

ストック・オプション 

 権利行使価格 （円） 110,000 

 行使時平均株価 （円） － 

 公正な評価単価（付与日）

 （円）
－ 

 

　当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 （１）ストック・オプションの内容

 
 平成16年

ストック・オプション 
　

付与対象者の区分及び人数

 当社取締役 １名 

当社監査役  １名 

 当社従業員 319名 

　

株式の種類別のストック・オプショ

ンの数（注）
 普通株式  1,000株 　

付与日  平成16年６月18日 　

 権利確定条件

付与日から権利確定日（平

成18年６月18日）まで継続

して勤務していること。

　

 対象勤務期間
平成16年６月18日～

平成18年６月18日 
　

 権利行使期間
平成18年６月19日～

平成26年６月18日 
　

（注）株式数に換算して記載しております。
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 （２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

　　株式数に換算して記載しております。

 ①　ストック・オプションの数

　
平成16年

ストック・オプション 

 権利確定前 （株）  

 前事業年度末 － 　　

 付与 － 

 失効 － 

 権利確定 － 

 未確定残 － 

 権利確定後 （株）  

 前事業年度末 679 

 権利確定 － 

 権利行使 － 

 失効 － 

 未行使残 679 

　 （注）退職等により失権している87株が含まれております。

 ②　単価情報

 
 平成16年

ストック・オプション 

 権利行使価格 （円） 110,000 

 行使時平均株価 （円） － 

 公正な評価単価（付与日）

 （円）
－ 
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成22年３月31日）
 

当事業年度
（平成23年３月31日）

繰延税金資産        

退職給付引当金  257,208   262,414 

貸倒引当金  1,847   12,463 

賞与引当金  68,400   68,800 

減損損失  87,479   85,339 

投資有価証券評価損  30,488   30,744 

会員権評価損  11,869   9,749 

未払事業税  7,556   3,263 

その他  359,748   249,694 

繰延税金資産小計  824,595   722,469 

評価性引当額  △108,495   △123,669 

繰延税金資産合計  716,100   598,800 

繰延税金負債              

　その他有価証券評価差額金  △9,028   △7,455 

繰延税金負債合計  △9,028   △7,455 

繰延税金資産の純額  707,071   591,344 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成22年３月31日）
 

当事業年度
（平成23年３月31日）

法定実効税率  40.0％　  40.0％　

（調整）              

交際費等永久に損金算入されない項目  6.3   5.5 

住民税均等割等  3.8   9.9 

評価性引当額の増減等  △1.4   6.2 

過年度法人税等  －    5.0 

その他 　 △0.1　 　 　 △0.0　

税効果会計適用後の法人税等の負担率  48.7   66.6 

　 

（持分法損益等）

　前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）及び当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年

３月31日）ともに関連会社はなく該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

当事業年度末（平成23年３月31日）　

　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ　当該資産除去債務の概要

　山形工場の工場棟建物の解体時におけるアスベスト除去費用につき資産除去債務を計上しております。

　また東京本社事務所の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として

認識しておりますが、当該資産除去債務に関しては資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関す

る敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金

額を費用に計上する方法によっております。

　

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　負債計上した資産除去債務の金額の算定にあたっては、使用見込期間を16～35年と見積もっております。なお、

当該工場棟建物については、既に使用見込期間を経過していることから、割引計算を行っておりません。

　

ハ　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高（注） 12,300千円　

有形固定資産の取得に伴う増加額 －

時の経過による調整額 －

期末残高 12,300

（注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用したこと

による期首時点における残高であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は配電制御設備製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　

　

（追加情報）

　当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。

　

　

【関連情報】

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

　

　２．地域ごとの情報

　　（1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

（2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

　３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）　
顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

㈱きんでん 2,809,805配電制御設備製造事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。　　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び末償却残高に関する情報】

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

【関連当事者情報】

　前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）及び当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年

３月31日）ともに、重要性が乏しいため、注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 249,779円09銭

１株当たり当期純利益 9,841円73銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。　

１株当たり純資産額 247,531円07銭

１株当たり当期純利益 2,551円83銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。　

（注）１．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
　　至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
　　至　平成23年３月31日）

１株当たり当期純利益         

当期純利益（千円） 314,718 81,602

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 314,718 81,602

普通株式の期中平均株式数（株） 31,978 31,978

         

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要　

新株予約権１種類（新株予約権の

数679個）。なお、新株予約権の概

要は「第４　提出会社の状況１株

式等の状況」に記載のとおりであ

ります。　

新株予約権１種類（新株予約権の

数679個）。なお、新株予約権の概

要は「第４　提出会社の状況１株

式等の状況」に記載のとおりであ

ります。　

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度末

（平成22年３月31日）
当事業年度末

（平成23年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 7,987,435 7,915,548

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 7,987,435 7,915,548

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
31,978 31,978
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
    至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
    至　平成23年３月31日）

────── （退職給付制度の移行）

　当社は適格退職年金制度に係る部分について、平成23年

７月に確定給付企業年金制度への移行及び退職給付に係

る規定の一部見直しを予定しており、規定改定日である

平成23年４月１日に「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用して

おります。

　本移行及び規定見直しにより、退職給付債務が増加する

ことに伴い、翌事業年度において退職給付費用が増額い

たしますが、これによる損益への影響は軽微であります。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

 【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有価

証券

㈱立花エレテック 58,400 47,596

㈱戸上電機製作所   185,000 22,570

フィデアホールディングス㈱ 77,000 18,326

㈱フジクラ 34,000 13,736

佐藤商事㈱ 26,400 13,332

㈱きらやか銀行 84,375 7,003

㈱インテリジェント・コスモス研究機構 100 5,000

東北電力㈱ 3,040 4,271

㈱紀文食品 30,000 4,050

第一生命保険㈱ 22 2,761

その他（14銘柄） 65,273 5,108

計 563,610 143,753

【債券】 

種類及び銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

満期保有目

的の債券
ユーロ円建て期限付劣後債 100,000 101,334

計 100,000 101,334

　

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有価

証券

（投資事業組合）

SBI Value Up Fund１号
1 46,262

計 1 46,262
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産                             

建物 3,960,1263,713 3,7133,960,1262,699,49377,4501,260,633

構築物 432,021 1,476 － 433,498386,727 9,847 46,770

機械及び装置 1,215,63617,435 6,6991,226,372637,840159,358588,531

車両運搬具 45,429 889 2,078 44,240 41,307 3,198 2,932

工具、器具及び備品 629,433 20,338 29,722 620,049510,178 51,269 109,871

土地 583,061 － － 583,061 － － 583,061

建設仮勘定 1,966 12,454 1,902 12,518 － － 12,518

有形固定資産計 6,867,67756,306 44,1176,879,8674,275,547301,1252,604,319

無形固定資産                             

借地権 8,960 － － 8,960 － － 8,960

電話加入権 12,726 － － 12,726 － － 12,726

ソフトウエア 240,525 19,025 147,722111,827 53,077 49,887 58,750

無形固定資産計 262,211 19,025 147,722133,513 53,077 49,887 80,436

長期前払費用 400 97 420 78 － － 78

繰延資産                             

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）１．機械及び装置の当期増加の主なものは、山形工場における板金・塗装設備改修によるものであります。

２．工具、器具及び備品の当期増加の主なものは、各事業拠点におけるＩＴ機器投資によるものであります。

３．ソフトウェアの当期減少は、償却終了によるものであります。

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 400,000 400,0001.258 －

１年以内に返済予定の長期借入金 282,760 366,5441.370 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く）
342,740 259,5360.896

平成24年５月31日～

平成26年２月28日

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く）
－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 1,025,5001,026,080－ －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年以内における１年毎の返済予定額

の総額

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

176,164 83,372

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 4,619 27,658 － 1,119 31,158

賞与引当金 171,000 172,000 171,000 － 172,000

　（注）貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額による戻入等であります。

 

【資産除去債務明細表】

　当事業年度末における資産除去債務の金額が当事業年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下

であるため、財務諸表等規則第125条の2の規定により記載を省略しております。　
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　当事業年度（平成23年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 13,389

預金     

普通預金 3,127,946

定期預金 100,000

別段預金 2,566

計 3,230,512

合計 3,243,902

②　受取手形

相手先 金額（千円）

大興物産㈱ 176,168

㈱興電社 126,890

住友商事東北㈱ 96,440

住友商事マシネックス㈱ 73,468

㈱サンテック 53,558

その他 585,395

合計 1,111,921

決済期日別内訳

期日 平成23年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 合計

金額（千円） 220,257182,615418,870249,936 40,2401,111,921

③　売掛金

相手先 金額（千円）

㈱きんでん 317,534

㈱関電工 278,170

東光電気工事㈱ 251,689

三菱商事㈱ 223,003

㈱ユアテック 151,042

その他 1,277,476

合計 2,498,916
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売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

2,241,50913,394,58013,137,1732,498,916 84.0 65

　（注）　上記金額には、消費税等を含めております。

④　たな卸資産

製品

区分 金額（千円）

配電制御設備 774,859

合計 774,859

仕掛品

区分 金額（千円）

設計仕掛品 178,536

製造仕掛品 72,469

合計 251,006

 

原材料

区分 金額（千円）

購入部品 64,472

電気部品 36,559

計器類 15,581

特殊材 10,343

電線 32,124

その他 129,201

合計 288,284
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⑤　買掛金

相手先 金額（千円）

三菱商事㈱ 317,677

㈱立花エレテック 105,362

共立継器㈱ 76,991

米沢電線㈱ 57,190

㈱電巧社 57,125

その他 1,036,493

合計 1,650,841

⑥　未払金

区分 金額（千円）

従業員未払金 251,300

経費未払金 179,934

社会保険料 39,401

役員未払金 35,250

固定資産未払金 3,626

その他 2,636

合計 512,148

⑦　退職給付引当金

区分 金額（千円）

退職給付債務 1,241,116

年金資産 △499,396

未認識数理計算上の差異 △85,684

合計 656,036

 

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報

 

第１四半期

自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日

第２四半期

自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日

第３四半期

自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日

第４四半期

自　平成23年１月１日

至　平成23年３月31日

売上高（千円） 2,686,369 3,252,818 2,980,490 3,837,065

税引前四半期純利益金額

（千円）
24 124,104 38,048 82,116

四半期純利益金額又は四

半期純損失金額（△）

（千円） 

△19,995 54,089 4,533 42,974

１株当たり四半期純利益

金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）

（円）

△625.30 1,691.46 141.78 1,343.89
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３箇月以内

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 該当事項なし

単元未満株式の買取り  

取扱場所 ──────

株主名簿管理人 ──────

取次所 ──────

買取手数料 ──────

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむ

を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告記載ＵＲＬ

http://www.kawaden.co.jp/

株主に対する特典 該当事項なし
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 平成22年６月28日東北財務局長に提出

  事業年度（第89期）　（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

（２）内部統制報告書及びその添付書類 平成22年６月28日東北財務局長に提出

　事業年度（第89期）　（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

（３）四半期報告書及び確認書 　

　（第90期第１四半期）　（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）平成22年８月11日東北財務局長に提出

  （第90期第２四半期）　（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）平成22年11月11日東北財務局長に提出

　（第90期第３四半期）　（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）平成23年２月10日東北財務局長に提出

（４）臨時報告書 　

平成22年６月30日東北財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項ありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

  平成22年６月17日

株式会社かわでん   

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 橋本　俊光　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 尾町　雅文　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社かわでんの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第89期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社かわでんの平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社かわでんの平成22年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社かわでんが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

  平成23年６月17日

株式会社かわでん   

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 谷藤　雅俊　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 尾町　雅文　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社かわでんの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第90期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社かわでんの平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社かわでんの平成23年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社かわでんが平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社かわでん(E01754)

有価証券報告書

75/75


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）所有者別状況
	（７）大株主の状況
	（８）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（９）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	（１）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	（２）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの状況
	（２）監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	製造原価明細書

	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	重要な会計方針
	会計処理方法の変更
	表示方法の変更
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び末償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	その他
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表
	資産除去債務明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

